













炯与孫中山―宮崎滔天家蔵書札研究」（『歴史研究』1987 年第 5 期）が以前一文を引用していたほかは、
利用例は見られない。 
(3) 李長莉「何天炯与東京同盟会本部」（『近代史研究』2012 年第 3 期）参照。 




頁。俞辛焞『孫中山与日本関係研究』（人民出版社 1996 年版）245 頁。 
(7)「宮崎滔天年譜稿」、段云章『孫文与日本史事編年』増訂版（広東人民出版社 2011 年版）624 頁。 
(8)「広東行」、宮崎龍介・小野川秀美『宮崎滔天全集』第一巻。 
(9)「宮崎滔天年譜稿」、段云章『孫文与日本史事編年』増訂版、624-625 頁、参照。 





























































































 前述したように東亜同文会は 1946 年 3 月、外務省に解散を認可される。その後は残余財
産の清算処理に入り、後継団体に当たる霞山倶楽部と愛知大学に引き継がれた。滬友会の
中にはこの処置に不満を抱く人たちもおり、宇治田直義は「不徳義な清算処理」(7)と称して





 1948（昭和 23）年 4 月に設立された霞山倶楽部は当初、事業として「毎月一回の集会」
と「年四回の会誌発行」を挙げるのみであった。そのうち機関誌については、『天地人』が
















 進駐軍によって接収されていた東亜同文会本部＝霞山会館は、調達庁が 1955（昭和 30）
年 2 月 1 日付で日米合同委員会の正式決定として返還することを発表した。そして霞山会
館は 1956 年 1 月 17 日、正式に霞山倶楽部へ返還された。これに合わせて霞山倶楽部は「要
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自己責任で賄うことの四点である。ただ第 11 回理事会（1955 年 9 月 13 日）では、外務省
からは経常的な補助金交付は難しいが、会館施設利用の上で実質的な援助を行い得るとの
諒解を得ていると説明されている。 
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慮した議論もなされている。団体の名称変更（1958 年 11 月 29 日登記）とともに寄附行為
も改定され、事業目的として「中国関係事業に携わる日中人材の養成」「留学生の受入れ斡
旋並に留学生学寮、図書館の設立」が盛り込まれた。 
そしてひとまず機関誌となる『東亜時論』創刊号は 1958 年 12 月 23 日に完成。月刊ベー
スで、1959（昭和 34）年 1 月から 1967（昭和 42）年 4 月まで通巻 100 号が刊行された。
ちなみに、この『東亜時論』という誌名は、東亜同文会の初代機関誌と同名である(15)。第
26 回理事会（1958 年 11 月 18 日）議事録によると、「新に創刊される機関誌の誌名につい
て「東亜時論」及び「東方時論」の両案が提出され論議の結果「東亜時論」に決定した」
とある。東亜同文会との連続性が強く意識された結果と見られる。これは先に引用した第










壊しての新築工事であるため、霞山会の事務所も 1960（昭和 35）年 11 月に尚友会館へ移
転し、ビル竣工の 1964（昭和 39）年までの活動はそれほど多くはなかった。なお滬友会の
事務所も同じく尚友会館へ移転した。 
 この時期、滬友会は 1959 年 5 月 16 日の理事会においてなされた清水董三理事長の提案
に基づき(16)、母校再建研究委員会を立ち上げて独自に大学再建に向けての検討を始めてい
る。同研究会は 1959 年 10 月 21 日に第一回総会を開催し、数回の会議の後に 1961（昭和




会館からも近い溜池の明産ビル内におかれ、9 月 17 日の開所式には外務省や東京商工会議









き継ぎ、1964 年 5 月より東京商工会議所と共催で中国語講習会を新たな事業として霞山ビ






























たのが、中国語専修学校の設立である。ただし実施に当たっては 6 億 5 千万～6 千万円の赤
字が見込まれるという試算が出たため、第 70 回理事会（1966（昭和 41）年 7 月 15 日）で
は議事から除外した非公式討議となる。このような中で、第 9 期第 32 回常任理事会（1966
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東亜学院は 1967（昭和 42）年 2 月 13 日付で東京都千代田区長より設置認可書を受け、



































石川悌次郎案（1968 年 12 月 27 日）※霞山会常任理事、滬友会会長 
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石川悌次郎案（1968 年 12 月 27 日）※霞山会常任理事、滬友会会長 





























けれども文部省は同年 10 月 9 日付の告示 237 号をもって新方針を発表し、検定試験は民
間において任意に行われ、文部省はそれら団体で申請があったものに対して、実績評価の
上で三年に限りこれを認定するという形に改定された。これにより検定試験と法人設立の
要件は別個のものとなったため、同協会は 11 月 18 日に第 1 回理事会を開催して、法人設
立手続きのため財団基金 200 万円の追加寄付協力を霞山会に求めることを申し合わせた。
同時に翌年 7 月の第 1 回検定試験を東京と大阪で実施することを決めた(33)。 
 この中国語検定協会をめぐり、一部の中国専門家や団体から反発が現れるようになった。











この寄稿文は香港の中国系紙『大公報』（1968 年 5 月 18 日付）にも転載された。 
さらに露骨に霞山会を名指しして批判する動きもあり、日中友好協会（正統）の機関誌

























 結局、1968 年 7 月 7 日に予定していた第 1 回中国語検定試験は、東京と北九州では反対
派の実力行使による混乱を避けるため直前に中止が決まった。大阪では香坂順一・大阪市
立大学教授を中心に独自の判断で決行しようとするも、反対派の暴力によって中止に追い





で受ける可能性が懸念された。また経営問題もあって、第 81 回理事会（1969（昭和 44）
年 3 月 7 日）にて東亜学院の 1969 年度の学生募集が見送られることが決定した。この際に
資料として提示された東亜学院の収支をめぐる問題では、1966 年 12 月の設立決定時の予
算では開設費用の 2213 万円とは別に年間 588 万円の支出超過予想であった。ところが予想
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施予定表」（1970 年 5 月 15 日）によると、以下のようなスケジュールが示されていた。 
 
1970 年 4 月 富士宮移転計画書作成、学院建設世話人代表決定（候補者として滬友会から
20 人が挙がっている） 
    6 月 霞山会と貿易研修センターの連携について通産省の了解をとる 
    7 月 学院建設世話人として滬友会より 300 人程度承諾をとる、都道府県商工会議
所に学生派遣依頼 
    10 月 後援会を創立し会員募集、通産省などに助成金申請 
1971 年 1 月 校舎建設準備、建設協力金の受領開始 
    2 月 建設用地の整地 
    3 月 通産省などの助成金の決定 
    4 月 建築開始、学生募集準備開始、カリキュラム作成、講師の委嘱 
10 月 備品発注、学生募集開始、学院移転準備 
    12 月 建築完成 
1972 年 1 月 移転 
    4 月 開校式、入学式 
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(1) 本間喜一『東亜同文書院大学引揚事情報告の件』（昭和 21 年 4 月 20 日）「学校は中国教育部より接収さ
れ、 月  日仮引渡を行ひ爾後学校側と立会の上正式接収を行ひ  月  日接収財産目録に調印し正式接
収を了せり。月 日吾人も学校より最後の引上をなしたる夕刻重慶軍 千名が学校に入り駐屯せり」（カ
タカナを平仮名に改めた）。 
(2) 『愛知大学五十年史 通史編』愛知大学、2000 年、9 頁。 
(3) 『東亜同文書院大學史』滬友会、1955 年、34 頁。 
(4) 『愛知大学五十年史 通史編』（前掲）11 頁。原文は『愛知大学 十年の歩み』愛知大学十年史編纂委
員会、1956 年、12 頁。 
(5)  同上。 
(6)  同上、12 頁。 
(7) 『東亜同文書院大學史』（前掲）34 頁。 
(8)  同上、36－37 頁。 
(9) 「財団法人霞山倶楽部 第 11 回理事会議事録」（1955 年 9 月 13 日）と附帯資料による。 
(10)「財団法人霞山倶楽部 第 15 回理事会議事録」（1956 年 6 月 19 日）。 




(12)「財団法人霞山倶楽部 第 21 回理事会議事録」（1958 年 2 月 7 日）。 
(13) 戦前外交官で終戦時は駐タイ大使。外務省で対支文化事業部長を務め、団匪保証金による東亜同文書院
に対する補助にも携わる。 
(14)「財団法人霞山倶楽部 第 24 回理事会議事録」（1958 年 9 月 10 日）。なお、第 12 回理事会（1956 年




(15) 1898 年 12 月から 1899 年 12 月までに 26 冊が刊行された。 
(16)『滬友』1959 年 10 月、21 頁。 
(17)『滬友』1961 年 9 月、46－48 頁。 
(18) 大島隆雄「東亜同文書院大学から愛知大学への発展 ―たんなる継承か、それとも質的発展か―」『愛
知大学東亜同文書院大学記念センター オープン・リサーチ・センター年報』2008 年度版第 3 号、愛知大
学、2009 年、324－328 頁。 
(19)『滬友』1962 年 12 月、35－37 頁。 
(20)『東亜同文書院大学史 創立八十周年記念誌』社団法人滬友会、1982 年、706 頁。滬友会では 1959 年
に母校再建研究委員会を設置し、東亜の親善に寄与する人材の育成を目的として、1962 年 9 月に霞山会と
東京商工会議所後援の下に東亜研修所を開設。外務省の助成金を得て「研修科目として実用会話、通信文
はもとより、東亜各国の事情風俗をも併せて講述」する講座を開いていた。 




をめぐる話し合いでは最終的に引き受けることを決定しつつも、「財団法人霞山会 第 9 期第 28 回常任理
事会議事録」（1964 年 3 月 24 日）では滬友会より選出の立脇耕一・理事と、もう一人伊藤与三郎・理事が
積極的に推す一方で、他の理事たちは予算の不透明性などを理由に慎重意見が多かったことが窺える。坪
上理事は「予算面で外務省が考えてくれることが条件として必要」と述べている。 
(22)『滬友』1964 年 9 月、79－80 頁。 
(23)「財団法人霞山会 第 67 回理事会議事録」（1965 年 6 月 28 日）。 
(24)「財団法人霞山会 第 68 回理事会議事録」（1965 年 9 月 29 日）。 
(25)「近衞副会長説明要旨（各常任理事に対する）」（1964 年 4 月 1 日）。 
(26)「財団法人霞山会 第 9 期第 32 回常任理事会における霞山会の運営および事業についての討議」（1966
年 7 月 26 日）。 
(27)「石川常任理事の意見（原文通り）」（1966 年 7 月 21 日）。ここで言う貿易大学とは、通産省が 1969 年
に富士宮に設立した貿易研修センターのこと。この問題は第 5 章で詳述する。 
(28)「財団法人霞山会 第 9 期第 40 回常任理事会議事録」（1966 年 11 月 24 日）。 
(29)「財団法人霞山会 第 76 回理事会議事録」（1967 年 9 月 28 日）。 
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                       愛知大学文学部准教授 加島 大輔 
 










   藤田佳久（愛知大学名誉教授・東亜同文書院大学記念センターフェロー） 
 2．「小岩井淨とその時代－1945 年前後を中心に－」 
   三好章（愛知大学現代中国学部教授・東亜同文書院大学記念センター長） 
 3．「東亜同文書院大学教員と愛知大学教員の人事的側面における接合性」 
   加島大輔（愛知大学文学部准教授） 
 4．「東亜同文書院大学から愛知大学へ「継承」されたものは何か－教員の系譜から－」 
   広中一成（東亜同文書院大学記念センター研究員） 
 5．「新中国建国初期の大学再編－上海の大同大学の再編を事例として－」 
   武小燕（名古屋経営短期大学講師） 
 6．「旧制愛知大学予科への転入予科生は 404 人」 
   小川悟（表現技術研究所代表、愛知大学昭和 33 年卒業生） 
 
 これらの報告に先立ち、冒頭の川井伸一愛知大学長のあいさつに続き、今回は神野信郎氏
にごあいさつをお願いしました。神野氏は愛知大学名誉役員という称号をお持ちであるこ
とからわかるように、長年愛知大学の理事として大学経営に関わってこられました。それだ
けでなく、お父上神野太郎氏は海外からの大学引き揚げという特殊な事情を理解され、創設
期の愛知大学への物心両面にわたる支援をされた方でした。シンポジウム当日の神野信郎
氏のごあいさつは後のページに掲載させていただいていますが、創設期の愛知大学教員と
神野家のつながりの深さにも触れていただきました。 
 最初の藤田報告、次の三好報告は、神野氏のごあいさつとともに「人物」に中心を当てて
いる点で一つのまとまりをなしています。これら二つの報告は本間喜一、小岩井淨という東
亜同文書院大学から引き揚げ、愛知大学設立に奔走した人物に焦点をあてたものです。 
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